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RISTEXのアプローチ

自然科学と人文・社会科学の複数領域の知見を活用。さらに、
研究者と社会の問題解決に取り組むステークホルダー（地域
課題における自治体、企業、NPO、市民等）が協働する研究
開発を推進。

RISTEXの設立20年をふり返る冊子（2022年3月発行）
では、RISTEXの重要なキーワードとしてTD研究を解説
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RISTEX年表 https://www.jst.go.jp/ristex/aboutus/files/data.pdf

昨年度、設立20年を振り返るRISTEX年表を作成。（オレンジ：公募事業、緑：調査活動）
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フューチャー・アース構想の推進事業（FE）の公募事業
は2019年度で終了。2020年度より調査活動を開始。
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フューチャー・アース構想の推進事業（FE）の概要
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TD研究動向調査

・R1までの取組のふり返り
・今後のTD推進に資する
調査活動

・ 日本が取り組むべき地球規模課題の抽出、TDRの方法論開発を目指した研究等

・ 公募事業：調査研究（１件）、課題解決型のTD研究（14件）

・ 2020年度（R2年度）からは、公募研究のふり返り＆TD研究推進に向けた調査活動
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TD研究動向調査（令和2年度）概要
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調査① RISTEX におけるフューチャー・
アースの各活動に基づくトランスディシ
プリナリー研究の振り返り調査

調査② JST におけるベルモント・フォー
ラムCRA 関連研究の実施状況調査

（1）フューチャー・アース構想の推進事業の事例分析

（2）評価軸等の見直し及び参照情報のまとめ

（1）CRAに関連する国内研究動向調査

（2）研究実施状況の俯瞰図作成

（3）既存のCRA に関連・類似する規模・性質の地球環
境研究の実施状況調査

７プロジェクトを事例に、TD研究に特有の課題
（多分野の実質的関与；実務家との共創；社会
実装；一般化可能性等）を分析、整理

COVID-19の影響及びTD研究に関する先行研究
を踏まえ、評価軸・課題群・研究課題を見直し

CRA17テーマに関連する国内の研究動向を調査、
国内の研究基盤を把握

政策ニーズやベルモント・チャレンジを参照し、
周辺研究領域を把握、俯瞰図に反映。

日本が比較優位性を持つ研究領域等を可視化し
た俯瞰図を作成

色々な調査アイテム。特に

・ FEの採択PJ/FS計6件にヒアリング調査

・ 地球規模課題を扱うTD研究における、日本の強みや課題を可視化する試み（俯瞰図）
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TD研究動向調査（令和2年度）結果事例①インタビュー
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過去の6つのプロジェクトを対象に、インタビュー等によりTD研究特有の課題を収集、
整理。（下記は、九大・矢原プロジェクトの事例）

得られた知見・成果
• 理論的枠組みとして、順応管理と共同管理を組み合わせた「適
応的ガバナンス」を適用

• 適応学習サイクルに入る前の準備段階＝ステークホルダー化
（課題化、パートナー化、信頼関係構築）が重要

• 発案段階では、対策案検討の過程で、関係者の範囲、課題の枠
組み、緊急性などについての認識のズレを調整することが重要

• 適応学習サイクルの継続には、関係者が実行の結果を共同で検
証し、相互に学び、次の課題について協議する場が有効

• グローバルな課題解決につなげるには、TD研究において独自の
経験・知識を蓄積してきた主体が連携し、ネットワーク化を進
めることが有効

• 科学者は単なる知識生産者としてのみならず、「ステークホル
ダー化」の強力な推進者（game changer）、適応学習サイク
ル推進における行政と市民の連携を促す調停者（mediator）と
して大きな役割を果たす

• 共創を成功に導くためのガイドライン：異なる意見を持つ関係
者を共創のプロセスに加えること；女性・若者・少数者の意見
に耳を傾けること；情報を公開し、議論をオープンにするこ
と；共創で得られた案に対して外部評価を行うこと；異なる意
見を持つ関係者の間で信頼関係を構築すること

• 適応的ガバナンス成功の３つの条件：知識の進化；制度の進
化；社会的ネットワークの進化
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TD研究動向調査（令和2年度）結果事例②俯瞰図

• NISTEPデルファイ調査の科学技術トピックに関する「重要度」「国際競争力」のスコアを活用

• 谷口PJにて抽出した日本が取り組むべき優先課題10テーマ（ex.「都市と農村」「食料」）と、科学技術トピックを紐付けしプロット。

⇒技術ベースであり人文・社会や共創の観点が十分でない。

TDで取組むべき地球規模課題の把握や日本の国際競争力の可視化に向け、俯瞰図の作成を試行
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TD研究動向調査（令和3年度）概要

「地球規模課題に関するTD研究推進のための動向調査」（2022年3年、委託先：日本総合研究所）

【調査領域①】地球規模課題の捉え直しのための基礎調査
✓ 「地球規模課題」というコンセプト・領域の整理
✓ COVID-19のインパクトの種類の整理
✓ SDGs事例の収集・整理

【調査領域②】人文・社会科学系の研究成果の評価に関する調査
✓ 日本学術会議「学術の振興に寄与する研究評価を

目指して－望ましい研究評価に向けた課題と展望－」（2021年11月）等の整理
✓ 生産的な相互作用（Productive Interaction）に着目

した研究評価の在り方

【調査領域③】ベルモント・フォーラム
CRA関連研究の国内研究実施状況調査
✓ 特定テーマに関する国内のTD研究の

ポテンシャルを把握するための短期間集中リサーチ
✓ 地球規模課題に対するTD 研究の適合性等に

関するヒアリング調査（CRA参加PI対象）
✓ 地球規模課題に関連する人文・社会科学の研究

ポテンシャルの把握、俯瞰図作成
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TD研究動向調査（令和3年度）結果事例
• 令和2年度調査で不足していた人文・社会研究の評価に関する議論をレビュー

• 学術的成果、社会インパクト、に加え、成果とみなされ難い、今後の研究の土壌と
なるネットワーク等への着目が重要ではないかとの仮説に基づく整理図を作成

今年度調査で、成果の可視化や評価指標の検討・試行を予定



RISTEXの研究領域：現状

- 政策のための科学

- 社会的課題解決型

- 科学技術と社会の相互作用
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進行中の領域・プログラム

科学技術イノベーション政策のための科学

研究開発プログラム

「安全な暮らしをつくる新しい公／私空間の構築」研

究開発領域

SDGsの達成に向けた共創的研究開発プログラム

（シナリオ創出フェーズ・ソリューション創出フェーズ）

山縣然太朗 山田肇 関正雄

山梨大学大学院総合研究部医

学域社会医学講座 教授
東洋大学名誉教授／NPO法人

情報通信政策フォーラム 理事長

放送大学客員教授／損害保険

ジャパン株式会社サステナビリティ推

進部シニア アドバイザー

公衆衛生学、疫学、人類遺伝学 情報通信の経済学 CSR、SDGｓ

SDGsの達成に向けた共創的研究開発プログラム

（社会的孤立・孤独の予防と多様な社会的ネット

ワークの構築）

「人と情報のエコシステム」研究開発領域（HITE） 科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ELSI）

への包括的実践研究開発プログラム （RInCA）

浦 光博 國領二郎 唐沢かおり

追手門学院大学教授／広島大
学 名誉教授

慶應義塾大学総合政策学部
教授

東京大学大学院人文社会系研究
科 教授

社会心理学、ソーシャル・サポート、

社会的排除 経営学、経営情報システム
社会心理学

技術シーズ活用による地域課題解決

孤独・孤立の予防 新興科学技術のELSI方法論

EBPMの推進
DVや児童虐待、孤独死、ネッ
トいじめ等の低減・予防

情報技術のELSI
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科学技術イノベーション政策のための科学研究開発プログラム

◼ 従来型のシーズ・オリエンテッド・アプローチによる「通常枠」に加えて、文部科学省内の政策ニーズ
に基づく具体的な政策課題を研究開発テーマに設定し、研究者と政策課題を抱える政策形成者が
連携・協働して研究開発を行うニーズ・オリエンテッド型の「共進化枠」を新たに設置。

領域・プログラムのスキーム①



Copyright © 2021 JST All Rights Reserved. 13

領域・プログラムのスキーム②

SDGsの達成に向けた共創的研究開発プログラム

（シナリオ創出フェーズ、ソリューション創出フェーズ）

◼ 研究と社会課題を抱える現場を確実に結びつけるために、「研究代表者」と地域で実際の課題解決
にあたる「協働実施者」の共同提案を必須に設定。
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領域・プログラムのスキーム③

社会的孤立・孤独の予防と多様な社会的ネットワークの構築

◼ 学術的な研究から、リスクの可視化・評価手法、予防施策の開発と
そのPoCまでを、施策現場と協働して一体的に実施するためのマネジメント体制を構築。

◼ 学術的な研究を行う研究者と施策を実践する社会の関与者が互いの取組を知り協働する体制の
構築を支援するために、プロジェクトを育てていくスモールスタート（可能性検証）方式を導入。

社会心理学、
ソーシャル・サポート、
社会的排除

都市社会学、生活史、サバイバー

メディア （※公私領域AD）

ソーシャルキャピタル

社会的排除、貧困

就労支援、働き方

公衆衛生看護学、地域看護学、セルフネグレクト

若者のひきこもり

現代演劇、相対的貧困、社会的包摂

社会保障、雇用政策、単身世帯

社会疫学、高齢者
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プロジェクト事例①

津波災害総合シナリオ・シミュレータを活用した津波防災啓発活動の
全国拠点整備

防潮堤などのハード対策や、警戒システムなど早期情報提供のシステム整備は進
んでいるが、それだけでは被害を防ぎきれない。住民の適切な避難行動が不可欠。

✓８年間にわたる本取り組みを活用した防災訓練を重ねてきた岩手県釜石市内14校の小中学生約3,000人の
うち99.8%の子どもが生き延びた。（「釜石の奇跡」）
✓釜石市の事例を契機として自治体の指導だけではなく、市民の自主的活動としてハザードマップ作りが全国
的に実施。津波被害に限らず、河川氾濫、高潮、ため池決壊など、さまざまな自然災害を対象に、全国各地の
自治体で実装が進展。

H13～H17 「安全安心」研究開発領域（ミッション・プログラム）
H20～H23 「研究開発成果実装支援プログラム【公募型】」
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プロジェクト事例②

分散型水管理を通した、風かおり、緑かがやく、あまみず社会の構築

上下水道、河川、ため池など用途ごとに最適化され縦割りで管理されている現在の
水管理システムは、豪雨や洪水、渇水などの水害リスクへの総合的な対応が困難。

あまみず社会
雨水は貯留や浸透させ、一挙に地下・川に入れない分散型の水管理。水と緑に
よる有機的な社会。

H27～R1 「持続可能な多世代共創社会のデザイン」

✓ 「あまみず社会」構想の実践を福岡県樋井川流域で開始し、他流域（東京都の善福寺川上流）へも展開。
✓ 流域住民や行政機関を巻き込んだプラットフォーム構築、雨水の利活用や管理方法などを学びあまみず
社会の担い手となる人材養成講座の実施など様々な取組を通じて活動の裾野が飛躍的に拡大。

✓ JICAプロジェクトや世界銀行等との連携など国内外での自律的な広まりが期待。




